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その他の議案および議決結果は、７～８ページに掲載しています。

第２回 定例会 令和２年度の補正予算などに
ついて審議しました（５月28日～６月10日）

可決された主な議案～補正予算案と条例案～

令和２年度の補正予算案

条　例　案

令和２年第２回定例会では、令和２年度補正予算や札幌市職員特殊勤務手当条例の一部を改正す
る条例案などの議案27件、諮問２件、意見書５件が全会一致または賛成多数で可決されました。

　本定例会では、一般会計を383億2,800万
円、特別会計を７億9,500万円、企業会計を1
億6,900万円、それぞれ増額し、全会計で総額
392億9,200万円を増額する補正予算が可決さ
れました。これは、主に新型コロナウイルス感
染症への緊急対策第３弾として、国が提唱する
「新しい生活様式」を踏まえた取り組みや、経
済活動再開の第１歩である市内消費の回復に向
けた取り組みなどを進めるための予算措置とし
て378億2,100万円を計上したことによるもの
です。
　新型コロナウイルス感染症への緊急対策第３
弾の主な内容は次のとおりです。

●医療提供体制の強化と感染拡大の防止
・相談体制の強化
・ＰＣＲ検査体制や入院患者の受け入れ
体制の強化

●事業の継続と雇用の維持、市民生活への
支援
・経営持続化臨時特別支援金の創設
・中小企業向け融資の融資枠拡充
●経済活動の回復
・プレミアム付き商品券の発行
・定山渓地区で使用可能な割り引きクー
ポンの発行

札幌市職員特殊勤務手当条例の一部を改正
する条例案

　児童相談所で指導、訓練または相談業務に
従事した職員に係る手当の上限額を日額
1,000円に引き上げ、患者を収容する施設な
どで新型コロナウイルス感染症から市民の生
命および健康を保護するための措置に係る作
業をした職員に対し、日額4,000円を上限と
して手当を特例的に支給するものです。

札幌市特別職の職員の給与に関する条例の
一部を改正する条例案

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大とい
う未曽有の危機に直面した厳しい状況を、札
幌市ひいては北海道が一丸となって乗り越え
ていくため、本年６月の期末手当を、市長
30％、副市長10％の割合で削減するもので
す。

札幌市基金条例の一部を改正する条例案

　広く個人や企業などからの寄付の受け皿と
なる基金を新たに設置し、新型コロナウイル
ス感染症との戦いに尽力されている方々や、
支援活動に取り組む団体などへ支援を行うた
めのものです。



意見書の全文は、市議会ホームページに掲載しています。
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可決された主な意見書（概要）

地方財政の充実・強化を求める意見書

 地方自治体は、新型コロナウイルス感染症など緊急な対応を要する課題のほか、社会保障
など多様化・複雑化する政策課題にも直面しており、今後の国家予算の検討においては、さ
らなる地方財政の充実を図ることが求められていることから、国会および政府に対し、以下
の事項を実施するよう強く要望するものです。
①「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」について、地方自治体が、必要か
つ十分な感染症対策や経済対策を実行できるよう大幅な増額を行うこと。
②急増する社会保障ニーズへの対応や防災・減災対策など、地方自治体の多様な財政需要を
的確に把握し、これに対応し得る地方一般財源総額を確保すること。
③地方交付税における「トップランナー方式」については、地方自治体ごとの人口規模や経
済規模の差異、行政サービス改革の検討状況などを考慮した上で、その在り方を検討する
こと。
④「まち・ひと・しごと創生事業費」について、地方自治体が地域の実情に応じ、自主的・
主体的に地方創生に取り組むことができるよう、引き続き必要な財政措置を講ずること。
⑤所得税・消費税の地方税移譲など、抜本的な解決に向けた協議を行うとともに、各種税制
を見直す際には、代替財源の確保をはじめ、財政運営に支障が生じることのないよう対応
を図ること。

義務教育費国庫負担制度堅持と負担率２分の１への復元､
｢少人数学級」の実現などに向けた教育予算の
確保・拡充と就学保障の充実を求める意見書

 子どもたちが、住む地域や環境に関係なく平等にきめ細やかな教育を受けられるようにす
るため、国会および政府に対し、以下の事項を実施するよう要望するものです。
①義務教育費国庫負担制度を堅持し、国庫負担金の負担率を２分の１に復元すること。
②「少人数学級」の早期実現に向けて、小学校第１学年から中学校第３学年の学級編成の標
準を順次改定するとともに、地域の特性にあった教育環境の整備や計画的な教職員定数改
善を早期に実現するための予算を措置すること。
③教材費などの保護者の負担を軽減させるとともに、図書費など公的支出に係る予算の確
保・拡充を図ること。
④就学援助制度・奨学金制度のさらなる拡充などして、就学保障の充実を図ること。

意見書
意見書とは、市政の発展に必要な事柄の実現を要請するため、
市議会の意思を決定し、国会や政府に提出するものです。



市政を問う！
～代表質問から～

４人の議員が、市政について
市長に質問しました。

■ 新型コロナウイルスに関する
　さらなる経済対策

新型コロナウイルスへの緊急対策として、
中小企業への融資制度拡大などの第１弾、

医療提供体制の強化と感染拡大防止、事業継続と
雇用維持、市民生活支援などの第２弾に続き、５
月21日には第３弾が発表されました。長期間の
外出自粛や休業要請による影響からの回復には時
間を要すると思われ、本市の状況に応じた独自の
経済対策を講じていく必要があると考えますが、
今後のさらなる経済対策にどのように取り組んで
いきますか。

経済活動再開の第１段階として、プレミア
ム付き商品券の発行など、市民による市内

消費の拡大を後押ししていきます。その後、感染
状況を見極めた上で、道内・国内に向けた観光需
要の回復策など、市内経済回復に向けた追加の経
済対策を打ち出していきます。

■ バスネットワークの確保
市内のバス事業は、民間事業者によってバ
スネットワークが形成されていますが、経

営の厳しさや近年の運転手不足などにより、バス
便数の減便を継続的に行わなければならない実情
となっています。現状を踏まえ、市内のバスネッ
トワークについてどのように考え、今後どのよう
な取り組みを進めていきますか。

バスネットワークは、通勤、通学、買い物
など、市民生活や経済活動に欠かすことの

できない交通手段の一つであり、安定的に維持し
ていくことが重要だと認識しています。しかし、
利用者数の低迷や運転手不足などの課題を抱え、
これまで通りのバス路線の維持が非常に厳しい状
況にあることから、予約により運行するデマンド
バスや、地域の実情に合わせた大型バスによらな
い運行形態の導入など、新たな視点から、市民の
足を守るための手法を検討していきます。

 

■ 緊急時におけるオンライン学習
の今後の取り組み

わが会派はかねてより、オンライン学習や、
　 ギ　　ガ 　

ＧＩＧＡスクール構想（注1）の積極的な推
進を求めてきました。今後、新型コロナウイルス
のような感染症や災害などによる臨時休校の際に
も対応が可能となるよう、ＩＣＴ環境の整備を含
めたオンライン学習実施の準備を早急に進め、子
どもたちに最大限の学びを提供するという観点で
の対応が大切だと思いますが、本市は、緊急時に
おけるオンライン学習について、どのように取り
組んでいきますか。

インターネット環境がない家庭にタブレッ
ト端末と通信機器を貸与できるよう、８月

をめどに機器を整備します。今後のＩＣＴ活用の
ために、今回の緊急時の対応を検証し、学習と生
活の面からの取り組みが必要と考えています。

■ 定山渓の観光振興の在り方
本年度予算では、定山渓地区魅力アップ費
が大幅に増額され、老朽化施設の再整備や

ネイチャールミナリエのリニューアル、誘客プロ
モーションに対する補助などを新たに実施するこ
ととしています。今後も本年度と同規模の取り組
みを継続し、定山渓の魅力を高めていくべきだと
考えますが、いかがですか。

定山渓は、温泉のみならず、自然やアク
ティビティなど多くの観光スポットを有し、
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都心部とは違った楽しみ方が体験できることから、
札幌観光の多様性や魅力を高める重要な観光資源
であると考えています。こうしたことから、本年
度は、定山渓らしい景観を創出している「湯の
滝」や公園施設の一部の再整備などの取り組みを
進めています。今後、新型コロナウイルス感染症
収束後の社会経済状況の中で、定山渓地区の魅力
をどのように高めていくのか、地元との協議を進
めていきます。

■ 災害時における地域への情報伝達
災害発生時は、地域の被害状況や交通機関、
電気などのインフラの復旧状況など、市民

生活に関する情報を迅速かつ的確に提供すること
が重要です。北海道胆振東部地震の際は、本部と
各区との情報共有が十分ではなく、正しい情報を
迅速に市民に提供することが難しい場面があった
との検証報告がなされています。地域で起きてい
る災害情報の伝達について、本市は現在構築中の
新防災支援システムを活用し、どのような改善を
図っていきますか。

新防災支援システムでは、現地で収集した
被災箇所や規模などの災害情報を、関係部

局間でリアルタイムで共有することが可能となり、
情報共有体制が強化されます。これにより地域の
災害発生状況をまちづくりセンターやコミュニ
ティＦＭ局を通じて地域へ迅速に伝えることが可
能になると考えます。

■ 児童虐待防止の全市的な
　取り組みと子どもの見守りや支援

令和元年６月に２歳女児の命が奪われた事
例に係る検証報告書の提言に対し、札幌市

児童虐待防止対策推進本部会議において、全庁一
丸となって取り組むとの方針が示され、今後、第
２児童相談所の設置や、区を単位とした相談支援
体制の在り方が断続的に検討・実施されていくこ
ととなります。児童虐待防止に向け、今後どのよ
うに取り組み、また、子どもや家庭をどう見守り、
寄り添って支援していきますか。

市職員には、自らの役割を限定的に捉える
ことなく、支援の必要性を共感的につかむ

ことや、市の内外の組織との協働を柔軟に行う風
土・文化の醸成が必要だと考えております。こう
した意識改革をはじめとし、専門性の強化、複数
の目で見守るための支援体制強化などにより、虐
待防止策を徹底していきます。

■ 保育人材の確保
2018年度の札幌市保育士実態調査で、有
資格者のうち、現在保育士として働いてい

る割合が49％にとどまっている実態が明らかに
なっています。さらに、新型コロナウイルス感染
症拡大下での保育業務継続により、保育士の負担
が増加し、さらなる離職につながるのではないか
と危惧しています。保育人材の確保のため、本市
独自の必要な手だてを講じることが今こそ必要と
考えますが、いかがですか。

就業継続の支援について、保育士の勤務実
態や職場のニーズに関する調査の実施、昨

年度創出した一時金給付などの事業効果の検証な
ど必要な対応を速やかに検討します。また、新た
な担い手確保のため、一定要件を満たせば返還免
除となる保育士修学資金等貸付事業のさらなる周
知と併せ、養成校や関係機関との連携強化を図っ
ていきます。

■ ヤングケアラー（注2）への支援
ヤングケアラーの負担は大きく、成績不
振・子ども社会からの孤立などから進学を

断念するケースも報告されています。ヤングケア
ラーの将来を閉ざさないため、サポート・フォ
ロー体制が必要と考えます。本市は、ヤングケア
ラーについてどのように認識し、サポートをして
いこうと考えていますか。

子どもたちが豊かに成長し、社会的に自立
する機会を確保するとともに、ネグレクト

などの権利侵害を防ぐため、行政をはじめとする
支援者が権利の保障に努める必要があります。登
校できない子どもたちの背景には、家族の介護や
家事負担などがあるケースもあり、今後、関係部
局で連携し、その実態について調査を行い、適切
な支援に努めていきます。

■ 高齢者施設等の感染予防対策
新型コロナウイルスについて、市内の介護
老人保健施設「茨戸アカシアハイツ」で大

規模クラスターが発生しました。今後こうした事
態を防ぐため、高齢者に対する感染予防対策や初
期対応の在り方が重要と考えます。現在の高齢者
施設での対策と、今後の本市の対策、指導・支援
について伺います。

現在、高齢者施設では、入居者や利用者、
職員の健康観察や面会の制限などの予防に

取り組んでいただいています。その上で、感染者
が発生した場合は、医師らが訪問し、感染管理に
関する指導・助言を行っています。今後は、対策
ガイドの作成・配布や、施設長らを対象とした研
修会の開催、専門家の現地派遣など、予防対策の
一層の徹底を図っていきます。

■ 介護現場におけるＩＣＴの導入
介護現場における人材不足が深刻化してい
く中、ロボット技術やＩＣＴの導入が注目

されていますが、いまだ普及しているとは言い難
いのが現状です。介護現場における職員の身体
的・精神的負担の軽減のため、ＩＣＴなどの導入
は

きっきん

喫緊の課題だと考えますが、いかがですか。

市内の介護事業所は、居室内の見守りセン
サー設置やタブレット端末を活用した介護

記録など、既にＩＣＴなどを導入している事例も
あります。ＩＣＴなどを活用することは、業務時
間の短縮や職員の負担軽減につながることから、
介護人材不足を補完し、安定的な介護サービスの

提供を継続する上で有効であり、積極的に推進す
るべきものだと認識しております。また、今年度、
ＡＩやＩＣＴの活用を盛り込んだ研修を実施予定
です。

 

■ 高齢者の交通事故防止に向けた
　取り組み

昨年は、大変痛ましい交通事故が相次いで
発生し、全国的な社会問題となりました。

悲惨な交通事故をこれ以上起こさないためには、
高齢者の交通事故防止に向けた取り組みの強化が
必要です。昨年の第２回定例会において、わが会
派から、高齢者の交通事故防止に向けた安全教育
と、運転免許証の自主返納の促進について、本市
の取り組みを質問したところですが、この間の取
り組み状況を含め、高齢者の交通事故の防止に向
け、今後どのように取り組みを強化していきます
か。

交通安全教室など日頃の啓発活動に継続し
て取り組んでいます。また、運転免許証の

自主返納を促進するため、「さっぽろ圏高齢者運
転免許証自主返納支援制度」の運用を開始しまし
た。今後はその協力店を増やすなど制度の魅力を
高めながら、高齢者や家族への働きかけを強めて
いきたいと考えています。

■ 登校が困難な子どもたちへの
　学びの支援

国が示すＧＩＧＡスクール構想が、この度
の緊急経済対策の一環として、前倒しで実

現されることとなりました。本構想の目的は誰一
人取り残すことなく、多様な子どもたちの学びを
実現することであり、ＩＣＴの活用は、さまざま
な理由により登校できない子どもたちの学習機会
確保の有利な手段であると考えます。今後、本市
では、ＩＣＴを活用した学びの支援についてどの
ように考えていますか。

ＩＣＴの活用は途切れることのない学びを
実現する上で有効と考えます。今後、個々

の状況に応じたきめ細かな支援について検討を進
め、一人一人の豊かな学びを保障するための環境
整備に努めます。

■ 医療機関などでのＰＣＲ検査の
　実施

医療機関や介護施設、保育所、障がい者施
設などは、人と人とが密接に関わらざるを

得ない場所であるため、感染を未然に防ぐ必要性
が極めて高い施設です。本市が直接出向いて、働
く職員や患者、利用者へＰＣＲ検査を行うなど、
施設内での集団感染を未然に防ぐ手だてが必要だ
と思いますが、本市は、どのような対処方針をお
持ちですか。

ＰＣＲ検査について、本市では国の方針に
基づき、医師が必要と判断した全ての方々

に行っています。また、医療機関や介護施設で感
染者が確認された場合は、直ちに現地に職員や専
門家を派遣し、従事者や入居者などへＰＣＲ検査
を積極的かつ速やかに行っています。今後も、引
き続き適切にＰＣＲ検査を実施し、感染拡大防止
に努めていきます。

■ 公共事業計画の見直し
市長は、北海道新幹線の札幌延伸に合わせ、
冬季五輪の札幌招致、札幌駅周辺や都心部

の再開発を推進し、1,000億円かかる都心アクセ
ス道路を建設しようとしています。新型コロナウ
イルスの感染拡大の影響で、市の財政はますます
圧迫されることになるため、本市の公共事業計画
を総点検し、老朽化したインフラ整備・福祉・子
育て教育・防災など、市民の暮らしを支える生活
密着型の公共事業に見直すべきと思いますが、い
かがですか。

再開発をはじめとする都心部のまちづくり
や都心アクセス道路の整備は、市内経済の

回復を期していく上でも必要であり、引き続き取

り組んでいくことが重要と認識しています。新型
コロナウイルス感染症による市民生活への影響に
柔軟に対応しながら、感染状況などを踏まえて、
市民の多様な暮らしを支える、持続可能なまちづ
くりを引き続き進めます。

■ 学校規模適正化
文科省は、新型コロナウイルスとの戦いは
長期間にわたるとし、学校での身体的距離

を地域の感染状況に応じ、1～2ｍ確保すべきと
しました。感染症から子どもを守る上で、多数の
児童・生徒の密集・密接が避けがたい40人学級
や大規模校は問題があることから、本市が進めて
いる「学校規模適正化」計画に基づく小中学校の
統廃合は、立ち止まって見直す必要があると考え
ますが、いかがですか。

子どもたちにとって、より良い教育環境を
整えるため、それぞれの地域の実情に合わ

せ、丁寧な検討を行ってきましたが、引き続きこ
の取り組みを進めていきたいと考えています。

■ 貧困のさらなる広がりに対する
　施策

新型コロナウイルスの感染拡大により経済
的に脆弱な立場に置かれた子どもたちの格

差と貧困がさらに広がっています。児童扶養手当
の上乗せなど、大至急手だてが必要と思いますが、
いかがですか。

特に経済的に大きな影響を受けている児童
扶養手当受給世帯などへ、一世帯当たり５

万円、子ども２人目以降３万円ずつ加算し、さら
に収入が減少した世帯には５万円を加算する給付
金を支給します。国の補正予算成立を待つことな
く、本会議に補正予算を追加提案させていただく
予定であり、速やかに支給できるよう準備を進め
ています。

自由民主党
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（注１）ＧＩＧＡスクール構想
　学校に高速大容量のネットワークと児童生徒１人１人が端末を持ち活用できる環境
を整備する構想。ＧＩＧＡは、Ｇlobal and Ｉnnovation Ｇateway for Ａllの略。



■ 新型コロナウイルスに関する
　さらなる経済対策

新型コロナウイルスへの緊急対策として、
中小企業への融資制度拡大などの第１弾、

医療提供体制の強化と感染拡大防止、事業継続と
雇用維持、市民生活支援などの第２弾に続き、５
月21日には第３弾が発表されました。長期間の
外出自粛や休業要請による影響からの回復には時
間を要すると思われ、本市の状況に応じた独自の
経済対策を講じていく必要があると考えますが、
今後のさらなる経済対策にどのように取り組んで
いきますか。

経済活動再開の第１段階として、プレミア
ム付き商品券の発行など、市民による市内

消費の拡大を後押ししていきます。その後、感染
状況を見極めた上で、道内・国内に向けた観光需
要の回復策など、市内経済回復に向けた追加の経
済対策を打ち出していきます。

■ バスネットワークの確保
市内のバス事業は、民間事業者によってバ
スネットワークが形成されていますが、経

営の厳しさや近年の運転手不足などにより、バス
便数の減便を継続的に行わなければならない実情
となっています。現状を踏まえ、市内のバスネッ
トワークについてどのように考え、今後どのよう
な取り組みを進めていきますか。

バスネットワークは、通勤、通学、買い物
など、市民生活や経済活動に欠かすことの

できない交通手段の一つであり、安定的に維持し
ていくことが重要だと認識しています。しかし、
利用者数の低迷や運転手不足などの課題を抱え、
これまで通りのバス路線の維持が非常に厳しい状
況にあることから、予約により運行するデマンド
バスや、地域の実情に合わせた大型バスによらな
い運行形態の導入など、新たな視点から、市民の
足を守るための手法を検討していきます。

 

■ 緊急時におけるオンライン学習
の今後の取り組み

わが会派はかねてより、オンライン学習や、
　 ギ　　ガ 　

ＧＩＧＡスクール構想（注1）の積極的な推
進を求めてきました。今後、新型コロナウイルス
のような感染症や災害などによる臨時休校の際に
も対応が可能となるよう、ＩＣＴ環境の整備を含
めたオンライン学習実施の準備を早急に進め、子
どもたちに最大限の学びを提供するという観点で
の対応が大切だと思いますが、本市は、緊急時に
おけるオンライン学習について、どのように取り
組んでいきますか。

インターネット環境がない家庭にタブレッ
ト端末と通信機器を貸与できるよう、８月

をめどに機器を整備します。今後のＩＣＴ活用の
ために、今回の緊急時の対応を検証し、学習と生
活の面からの取り組みが必要と考えています。

■ 定山渓の観光振興の在り方
本年度予算では、定山渓地区魅力アップ費
が大幅に増額され、老朽化施設の再整備や

ネイチャールミナリエのリニューアル、誘客プロ
モーションに対する補助などを新たに実施するこ
ととしています。今後も本年度と同規模の取り組
みを継続し、定山渓の魅力を高めていくべきだと
考えますが、いかがですか。

定山渓は、温泉のみならず、自然やアク
ティビティなど多くの観光スポットを有し、
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都心部とは違った楽しみ方が体験できることから、
札幌観光の多様性や魅力を高める重要な観光資源
であると考えています。こうしたことから、本年
度は、定山渓らしい景観を創出している「湯の
滝」や公園施設の一部の再整備などの取り組みを
進めています。今後、新型コロナウイルス感染症
収束後の社会経済状況の中で、定山渓地区の魅力
をどのように高めていくのか、地元との協議を進
めていきます。

■ 災害時における地域への情報伝達
災害発生時は、地域の被害状況や交通機関、
電気などのインフラの復旧状況など、市民

生活に関する情報を迅速かつ的確に提供すること
が重要です。北海道胆振東部地震の際は、本部と
各区との情報共有が十分ではなく、正しい情報を
迅速に市民に提供することが難しい場面があった
との検証報告がなされています。地域で起きてい
る災害情報の伝達について、本市は現在構築中の
新防災支援システムを活用し、どのような改善を
図っていきますか。

新防災支援システムでは、現地で収集した
被災箇所や規模などの災害情報を、関係部

局間でリアルタイムで共有することが可能となり、
情報共有体制が強化されます。これにより地域の
災害発生状況をまちづくりセンターやコミュニ
ティＦＭ局を通じて地域へ迅速に伝えることが可
能になると考えます。

■ 児童虐待防止の全市的な
　取り組みと子どもの見守りや支援

令和元年６月に２歳女児の命が奪われた事
例に係る検証報告書の提言に対し、札幌市

児童虐待防止対策推進本部会議において、全庁一
丸となって取り組むとの方針が示され、今後、第
２児童相談所の設置や、区を単位とした相談支援
体制の在り方が断続的に検討・実施されていくこ
ととなります。児童虐待防止に向け、今後どのよ
うに取り組み、また、子どもや家庭をどう見守り、
寄り添って支援していきますか。

市職員には、自らの役割を限定的に捉える
ことなく、支援の必要性を共感的につかむ

ことや、市の内外の組織との協働を柔軟に行う風
土・文化の醸成が必要だと考えております。こう
した意識改革をはじめとし、専門性の強化、複数
の目で見守るための支援体制強化などにより、虐
待防止策を徹底していきます。

■ 保育人材の確保
2018年度の札幌市保育士実態調査で、有
資格者のうち、現在保育士として働いてい

る割合が49％にとどまっている実態が明らかに
なっています。さらに、新型コロナウイルス感染
症拡大下での保育業務継続により、保育士の負担
が増加し、さらなる離職につながるのではないか
と危惧しています。保育人材の確保のため、本市
独自の必要な手だてを講じることが今こそ必要と
考えますが、いかがですか。

就業継続の支援について、保育士の勤務実
態や職場のニーズに関する調査の実施、昨

年度創出した一時金給付などの事業効果の検証な
ど必要な対応を速やかに検討します。また、新た
な担い手確保のため、一定要件を満たせば返還免
除となる保育士修学資金等貸付事業のさらなる周
知と併せ、養成校や関係機関との連携強化を図っ
ていきます。

■ ヤングケアラー（注2）への支援
ヤングケアラーの負担は大きく、成績不
振・子ども社会からの孤立などから進学を

断念するケースも報告されています。ヤングケア
ラーの将来を閉ざさないため、サポート・フォ
ロー体制が必要と考えます。本市は、ヤングケア
ラーについてどのように認識し、サポートをして
いこうと考えていますか。
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子どもたちが豊かに成長し、社会的に自立
する機会を確保するとともに、ネグレクト

などの権利侵害を防ぐため、行政をはじめとする
支援者が権利の保障に努める必要があります。登
校できない子どもたちの背景には、家族の介護や
家事負担などがあるケースもあり、今後、関係部
局で連携し、その実態について調査を行い、適切
な支援に努めていきます。

■ 高齢者施設等の感染予防対策
新型コロナウイルスについて、市内の介護
老人保健施設「茨戸アカシアハイツ」で大

規模クラスターが発生しました。今後こうした事
態を防ぐため、高齢者に対する感染予防対策や初
期対応の在り方が重要と考えます。現在の高齢者
施設での対策と、今後の本市の対策、指導・支援
について伺います。

現在、高齢者施設では、入居者や利用者、
職員の健康観察や面会の制限などの予防に

取り組んでいただいています。その上で、感染者
が発生した場合は、医師らが訪問し、感染管理に
関する指導・助言を行っています。今後は、対策
ガイドの作成・配布や、施設長らを対象とした研
修会の開催、専門家の現地派遣など、予防対策の
一層の徹底を図っていきます。

■ 介護現場におけるＩＣＴの導入
介護現場における人材不足が深刻化してい
く中、ロボット技術やＩＣＴの導入が注目

されていますが、いまだ普及しているとは言い難
いのが現状です。介護現場における職員の身体
的・精神的負担の軽減のため、ＩＣＴなどの導入
は

きっきん

喫緊の課題だと考えますが、いかがですか。

市内の介護事業所は、居室内の見守りセン
サー設置やタブレット端末を活用した介護

記録など、既にＩＣＴなどを導入している事例も
あります。ＩＣＴなどを活用することは、業務時
間の短縮や職員の負担軽減につながることから、
介護人材不足を補完し、安定的な介護サービスの

提供を継続する上で有効であり、積極的に推進す
るべきものだと認識しております。また、今年度、
ＡＩやＩＣＴの活用を盛り込んだ研修を実施予定
です。

 

■ 高齢者の交通事故防止に向けた
　取り組み

昨年は、大変痛ましい交通事故が相次いで
発生し、全国的な社会問題となりました。

悲惨な交通事故をこれ以上起こさないためには、
高齢者の交通事故防止に向けた取り組みの強化が
必要です。昨年の第２回定例会において、わが会
派から、高齢者の交通事故防止に向けた安全教育
と、運転免許証の自主返納の促進について、本市
の取り組みを質問したところですが、この間の取
り組み状況を含め、高齢者の交通事故の防止に向
け、今後どのように取り組みを強化していきます
か。

交通安全教室など日頃の啓発活動に継続し
て取り組んでいます。また、運転免許証の

自主返納を促進するため、「さっぽろ圏高齢者運
転免許証自主返納支援制度」の運用を開始しまし
た。今後はその協力店を増やすなど制度の魅力を
高めながら、高齢者や家族への働きかけを強めて
いきたいと考えています。

■ 登校が困難な子どもたちへの
　学びの支援

国が示すＧＩＧＡスクール構想が、この度
の緊急経済対策の一環として、前倒しで実

現されることとなりました。本構想の目的は誰一
人取り残すことなく、多様な子どもたちの学びを
実現することであり、ＩＣＴの活用は、さまざま
な理由により登校できない子どもたちの学習機会
確保の有利な手段であると考えます。今後、本市
では、ＩＣＴを活用した学びの支援についてどの
ように考えていますか。

ＩＣＴの活用は途切れることのない学びを
実現する上で有効と考えます。今後、個々

の状況に応じたきめ細かな支援について検討を進
め、一人一人の豊かな学びを保障するための環境
整備に努めます。

■ 医療機関などでのＰＣＲ検査の
　実施

医療機関や介護施設、保育所、障がい者施
設などは、人と人とが密接に関わらざるを

得ない場所であるため、感染を未然に防ぐ必要性
が極めて高い施設です。本市が直接出向いて、働
く職員や患者、利用者へＰＣＲ検査を行うなど、
施設内での集団感染を未然に防ぐ手だてが必要だ
と思いますが、本市は、どのような対処方針をお
持ちですか。

ＰＣＲ検査について、本市では国の方針に
基づき、医師が必要と判断した全ての方々

に行っています。また、医療機関や介護施設で感
染者が確認された場合は、直ちに現地に職員や専
門家を派遣し、従事者や入居者などへＰＣＲ検査
を積極的かつ速やかに行っています。今後も、引
き続き適切にＰＣＲ検査を実施し、感染拡大防止
に努めていきます。

■ 公共事業計画の見直し
市長は、北海道新幹線の札幌延伸に合わせ、
冬季五輪の札幌招致、札幌駅周辺や都心部

の再開発を推進し、1,000億円かかる都心アクセ
ス道路を建設しようとしています。新型コロナウ
イルスの感染拡大の影響で、市の財政はますます
圧迫されることになるため、本市の公共事業計画
を総点検し、老朽化したインフラ整備・福祉・子
育て教育・防災など、市民の暮らしを支える生活
密着型の公共事業に見直すべきと思いますが、い
かがですか。

再開発をはじめとする都心部のまちづくり
や都心アクセス道路の整備は、市内経済の

回復を期していく上でも必要であり、引き続き取

り組んでいくことが重要と認識しています。新型
コロナウイルス感染症による市民生活への影響に
柔軟に対応しながら、感染状況などを踏まえて、
市民の多様な暮らしを支える、持続可能なまちづ
くりを引き続き進めます。

■ 学校規模適正化
文科省は、新型コロナウイルスとの戦いは
長期間にわたるとし、学校での身体的距離

を地域の感染状況に応じ、1～2ｍ確保すべきと
しました。感染症から子どもを守る上で、多数の
児童・生徒の密集・密接が避けがたい40人学級
や大規模校は問題があることから、本市が進めて
いる「学校規模適正化」計画に基づく小中学校の
統廃合は、立ち止まって見直す必要があると考え
ますが、いかがですか。

子どもたちにとって、より良い教育環境を
整えるため、それぞれの地域の実情に合わ

せ、丁寧な検討を行ってきましたが、引き続きこ
の取り組みを進めていきたいと考えています。

■ 貧困のさらなる広がりに対する
　施策

新型コロナウイルスの感染拡大により経済
的に脆弱な立場に置かれた子どもたちの格

差と貧困がさらに広がっています。児童扶養手当
の上乗せなど、大至急手だてが必要と思いますが、
いかがですか。

特に経済的に大きな影響を受けている児童
扶養手当受給世帯などへ、一世帯当たり５

万円、子ども２人目以降３万円ずつ加算し、さら
に収入が減少した世帯には５万円を加算する給付
金を支給します。国の補正予算成立を待つことな
く、本会議に補正予算を追加提案させていただく
予定であり、速やかに支給できるよう準備を進め
ています。

民主市民連合

うるしはら　直子　議員
なお こ

（注2）ヤングケアラー
　本来大人が担うような、病気や障がいのある親の介護やきょうだいの世話など
をする、18歳未満の子ども。



■ 新型コロナウイルスに関する
　さらなる経済対策

新型コロナウイルスへの緊急対策として、
中小企業への融資制度拡大などの第１弾、

医療提供体制の強化と感染拡大防止、事業継続と
雇用維持、市民生活支援などの第２弾に続き、５
月21日には第３弾が発表されました。長期間の
外出自粛や休業要請による影響からの回復には時
間を要すると思われ、本市の状況に応じた独自の
経済対策を講じていく必要があると考えますが、
今後のさらなる経済対策にどのように取り組んで
いきますか。

経済活動再開の第１段階として、プレミア
ム付き商品券の発行など、市民による市内

消費の拡大を後押ししていきます。その後、感染
状況を見極めた上で、道内・国内に向けた観光需
要の回復策など、市内経済回復に向けた追加の経
済対策を打ち出していきます。

■ バスネットワークの確保
市内のバス事業は、民間事業者によってバ
スネットワークが形成されていますが、経

営の厳しさや近年の運転手不足などにより、バス
便数の減便を継続的に行わなければならない実情
となっています。現状を踏まえ、市内のバスネッ
トワークについてどのように考え、今後どのよう
な取り組みを進めていきますか。

バスネットワークは、通勤、通学、買い物
など、市民生活や経済活動に欠かすことの

できない交通手段の一つであり、安定的に維持し
ていくことが重要だと認識しています。しかし、
利用者数の低迷や運転手不足などの課題を抱え、
これまで通りのバス路線の維持が非常に厳しい状
況にあることから、予約により運行するデマンド
バスや、地域の実情に合わせた大型バスによらな
い運行形態の導入など、新たな視点から、市民の
足を守るための手法を検討していきます。

 

■ 緊急時におけるオンライン学習
の今後の取り組み

わが会派はかねてより、オンライン学習や、
　 ギ　　ガ 　

ＧＩＧＡスクール構想（注1）の積極的な推
進を求めてきました。今後、新型コロナウイルス
のような感染症や災害などによる臨時休校の際に
も対応が可能となるよう、ＩＣＴ環境の整備を含
めたオンライン学習実施の準備を早急に進め、子
どもたちに最大限の学びを提供するという観点で
の対応が大切だと思いますが、本市は、緊急時に
おけるオンライン学習について、どのように取り
組んでいきますか。

インターネット環境がない家庭にタブレッ
ト端末と通信機器を貸与できるよう、８月

をめどに機器を整備します。今後のＩＣＴ活用の
ために、今回の緊急時の対応を検証し、学習と生
活の面からの取り組みが必要と考えています。

■ 定山渓の観光振興の在り方
本年度予算では、定山渓地区魅力アップ費
が大幅に増額され、老朽化施設の再整備や

ネイチャールミナリエのリニューアル、誘客プロ
モーションに対する補助などを新たに実施するこ
ととしています。今後も本年度と同規模の取り組
みを継続し、定山渓の魅力を高めていくべきだと
考えますが、いかがですか。

定山渓は、温泉のみならず、自然やアク
ティビティなど多くの観光スポットを有し、
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都心部とは違った楽しみ方が体験できることから、
札幌観光の多様性や魅力を高める重要な観光資源
であると考えています。こうしたことから、本年
度は、定山渓らしい景観を創出している「湯の
滝」や公園施設の一部の再整備などの取り組みを
進めています。今後、新型コロナウイルス感染症
収束後の社会経済状況の中で、定山渓地区の魅力
をどのように高めていくのか、地元との協議を進
めていきます。

■ 災害時における地域への情報伝達
災害発生時は、地域の被害状況や交通機関、
電気などのインフラの復旧状況など、市民

生活に関する情報を迅速かつ的確に提供すること
が重要です。北海道胆振東部地震の際は、本部と
各区との情報共有が十分ではなく、正しい情報を
迅速に市民に提供することが難しい場面があった
との検証報告がなされています。地域で起きてい
る災害情報の伝達について、本市は現在構築中の
新防災支援システムを活用し、どのような改善を
図っていきますか。

新防災支援システムでは、現地で収集した
被災箇所や規模などの災害情報を、関係部

局間でリアルタイムで共有することが可能となり、
情報共有体制が強化されます。これにより地域の
災害発生状況をまちづくりセンターやコミュニ
ティＦＭ局を通じて地域へ迅速に伝えることが可
能になると考えます。

■ 児童虐待防止の全市的な
　取り組みと子どもの見守りや支援

令和元年６月に２歳女児の命が奪われた事
例に係る検証報告書の提言に対し、札幌市

児童虐待防止対策推進本部会議において、全庁一
丸となって取り組むとの方針が示され、今後、第
２児童相談所の設置や、区を単位とした相談支援
体制の在り方が断続的に検討・実施されていくこ
ととなります。児童虐待防止に向け、今後どのよ
うに取り組み、また、子どもや家庭をどう見守り、
寄り添って支援していきますか。

市職員には、自らの役割を限定的に捉える
ことなく、支援の必要性を共感的につかむ

ことや、市の内外の組織との協働を柔軟に行う風
土・文化の醸成が必要だと考えております。こう
した意識改革をはじめとし、専門性の強化、複数
の目で見守るための支援体制強化などにより、虐
待防止策を徹底していきます。

■ 保育人材の確保
2018年度の札幌市保育士実態調査で、有
資格者のうち、現在保育士として働いてい

る割合が49％にとどまっている実態が明らかに
なっています。さらに、新型コロナウイルス感染
症拡大下での保育業務継続により、保育士の負担
が増加し、さらなる離職につながるのではないか
と危惧しています。保育人材の確保のため、本市
独自の必要な手だてを講じることが今こそ必要と
考えますが、いかがですか。

就業継続の支援について、保育士の勤務実
態や職場のニーズに関する調査の実施、昨

年度創出した一時金給付などの事業効果の検証な
ど必要な対応を速やかに検討します。また、新た
な担い手確保のため、一定要件を満たせば返還免
除となる保育士修学資金等貸付事業のさらなる周
知と併せ、養成校や関係機関との連携強化を図っ
ていきます。

■ ヤングケアラー（注2）への支援
ヤングケアラーの負担は大きく、成績不
振・子ども社会からの孤立などから進学を

断念するケースも報告されています。ヤングケア
ラーの将来を閉ざさないため、サポート・フォ
ロー体制が必要と考えます。本市は、ヤングケア
ラーについてどのように認識し、サポートをして
いこうと考えていますか。

子どもたちが豊かに成長し、社会的に自立
する機会を確保するとともに、ネグレクト

などの権利侵害を防ぐため、行政をはじめとする
支援者が権利の保障に努める必要があります。登
校できない子どもたちの背景には、家族の介護や
家事負担などがあるケースもあり、今後、関係部
局で連携し、その実態について調査を行い、適切
な支援に努めていきます。

■ 高齢者施設等の感染予防対策
新型コロナウイルスについて、市内の介護
老人保健施設「茨戸アカシアハイツ」で大

規模クラスターが発生しました。今後こうした事
態を防ぐため、高齢者に対する感染予防対策や初
期対応の在り方が重要と考えます。現在の高齢者
施設での対策と、今後の本市の対策、指導・支援
について伺います。

現在、高齢者施設では、入居者や利用者、
職員の健康観察や面会の制限などの予防に

取り組んでいただいています。その上で、感染者
が発生した場合は、医師らが訪問し、感染管理に
関する指導・助言を行っています。今後は、対策
ガイドの作成・配布や、施設長らを対象とした研
修会の開催、専門家の現地派遣など、予防対策の
一層の徹底を図っていきます。

■ 介護現場におけるＩＣＴの導入
介護現場における人材不足が深刻化してい
く中、ロボット技術やＩＣＴの導入が注目

されていますが、いまだ普及しているとは言い難
いのが現状です。介護現場における職員の身体
的・精神的負担の軽減のため、ＩＣＴなどの導入
は

きっきん

喫緊の課題だと考えますが、いかがですか。

市内の介護事業所は、居室内の見守りセン
サー設置やタブレット端末を活用した介護

記録など、既にＩＣＴなどを導入している事例も
あります。ＩＣＴなどを活用することは、業務時
間の短縮や職員の負担軽減につながることから、
介護人材不足を補完し、安定的な介護サービスの

提供を継続する上で有効であり、積極的に推進す
るべきものだと認識しております。また、今年度、
ＡＩやＩＣＴの活用を盛り込んだ研修を実施予定
です。

 

■ 高齢者の交通事故防止に向けた
　取り組み

昨年は、大変痛ましい交通事故が相次いで
発生し、全国的な社会問題となりました。

悲惨な交通事故をこれ以上起こさないためには、
高齢者の交通事故防止に向けた取り組みの強化が
必要です。昨年の第２回定例会において、わが会
派から、高齢者の交通事故防止に向けた安全教育
と、運転免許証の自主返納の促進について、本市
の取り組みを質問したところですが、この間の取
り組み状況を含め、高齢者の交通事故の防止に向
け、今後どのように取り組みを強化していきます
か。

交通安全教室など日頃の啓発活動に継続し
て取り組んでいます。また、運転免許証の

自主返納を促進するため、「さっぽろ圏高齢者運
転免許証自主返納支援制度」の運用を開始しまし
た。今後はその協力店を増やすなど制度の魅力を
高めながら、高齢者や家族への働きかけを強めて
いきたいと考えています。

■ 登校が困難な子どもたちへの
　学びの支援

国が示すＧＩＧＡスクール構想が、この度
の緊急経済対策の一環として、前倒しで実

現されることとなりました。本構想の目的は誰一
人取り残すことなく、多様な子どもたちの学びを
実現することであり、ＩＣＴの活用は、さまざま
な理由により登校できない子どもたちの学習機会
確保の有利な手段であると考えます。今後、本市
では、ＩＣＴを活用した学びの支援についてどの
ように考えていますか。

ＩＣＴの活用は途切れることのない学びを
実現する上で有効と考えます。今後、個々

の状況に応じたきめ細かな支援について検討を進
め、一人一人の豊かな学びを保障するための環境
整備に努めます。

■ 医療機関などでのＰＣＲ検査の
　実施

医療機関や介護施設、保育所、障がい者施
設などは、人と人とが密接に関わらざるを

得ない場所であるため、感染を未然に防ぐ必要性
が極めて高い施設です。本市が直接出向いて、働
く職員や患者、利用者へＰＣＲ検査を行うなど、
施設内での集団感染を未然に防ぐ手だてが必要だ
と思いますが、本市は、どのような対処方針をお
持ちですか。

ＰＣＲ検査について、本市では国の方針に
基づき、医師が必要と判断した全ての方々

に行っています。また、医療機関や介護施設で感
染者が確認された場合は、直ちに現地に職員や専
門家を派遣し、従事者や入居者などへＰＣＲ検査
を積極的かつ速やかに行っています。今後も、引
き続き適切にＰＣＲ検査を実施し、感染拡大防止
に努めていきます。

■ 公共事業計画の見直し
市長は、北海道新幹線の札幌延伸に合わせ、
冬季五輪の札幌招致、札幌駅周辺や都心部

の再開発を推進し、1,000億円かかる都心アクセ
ス道路を建設しようとしています。新型コロナウ
イルスの感染拡大の影響で、市の財政はますます
圧迫されることになるため、本市の公共事業計画
を総点検し、老朽化したインフラ整備・福祉・子
育て教育・防災など、市民の暮らしを支える生活
密着型の公共事業に見直すべきと思いますが、い
かがですか。

再開発をはじめとする都心部のまちづくり
や都心アクセス道路の整備は、市内経済の

回復を期していく上でも必要であり、引き続き取

り組んでいくことが重要と認識しています。新型
コロナウイルス感染症による市民生活への影響に
柔軟に対応しながら、感染状況などを踏まえて、
市民の多様な暮らしを支える、持続可能なまちづ
くりを引き続き進めます。

■ 学校規模適正化
文科省は、新型コロナウイルスとの戦いは
長期間にわたるとし、学校での身体的距離

を地域の感染状況に応じ、1～2ｍ確保すべきと
しました。感染症から子どもを守る上で、多数の
児童・生徒の密集・密接が避けがたい40人学級
や大規模校は問題があることから、本市が進めて
いる「学校規模適正化」計画に基づく小中学校の
統廃合は、立ち止まって見直す必要があると考え
ますが、いかがですか。

子どもたちにとって、より良い教育環境を
整えるため、それぞれの地域の実情に合わ

せ、丁寧な検討を行ってきましたが、引き続きこ
の取り組みを進めていきたいと考えています。

■ 貧困のさらなる広がりに対する
　施策

新型コロナウイルスの感染拡大により経済
的に脆弱な立場に置かれた子どもたちの格

差と貧困がさらに広がっています。児童扶養手当
の上乗せなど、大至急手だてが必要と思いますが、
いかがですか。

特に経済的に大きな影響を受けている児童
扶養手当受給世帯などへ、一世帯当たり５

万円、子ども２人目以降３万円ずつ加算し、さら
に収入が減少した世帯には５万円を加算する給付
金を支給します。国の補正予算成立を待つことな
く、本会議に補正予算を追加提案させていただく
予定であり、速やかに支給できるよう準備を進め
ています。

公明党

くまがい　誠一　議員
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■ 新型コロナウイルスに関する
　さらなる経済対策

新型コロナウイルスへの緊急対策として、
中小企業への融資制度拡大などの第１弾、

医療提供体制の強化と感染拡大防止、事業継続と
雇用維持、市民生活支援などの第２弾に続き、５
月21日には第３弾が発表されました。長期間の
外出自粛や休業要請による影響からの回復には時
間を要すると思われ、本市の状況に応じた独自の
経済対策を講じていく必要があると考えますが、
今後のさらなる経済対策にどのように取り組んで
いきますか。

経済活動再開の第１段階として、プレミア
ム付き商品券の発行など、市民による市内

消費の拡大を後押ししていきます。その後、感染
状況を見極めた上で、道内・国内に向けた観光需
要の回復策など、市内経済回復に向けた追加の経
済対策を打ち出していきます。

■ バスネットワークの確保
市内のバス事業は、民間事業者によってバ
スネットワークが形成されていますが、経

営の厳しさや近年の運転手不足などにより、バス
便数の減便を継続的に行わなければならない実情
となっています。現状を踏まえ、市内のバスネッ
トワークについてどのように考え、今後どのよう
な取り組みを進めていきますか。

バスネットワークは、通勤、通学、買い物
など、市民生活や経済活動に欠かすことの

できない交通手段の一つであり、安定的に維持し
ていくことが重要だと認識しています。しかし、
利用者数の低迷や運転手不足などの課題を抱え、
これまで通りのバス路線の維持が非常に厳しい状
況にあることから、予約により運行するデマンド
バスや、地域の実情に合わせた大型バスによらな
い運行形態の導入など、新たな視点から、市民の
足を守るための手法を検討していきます。

 

■ 緊急時におけるオンライン学習
の今後の取り組み

わが会派はかねてより、オンライン学習や、
　 ギ　　ガ 　

ＧＩＧＡスクール構想（注1）の積極的な推
進を求めてきました。今後、新型コロナウイルス
のような感染症や災害などによる臨時休校の際に
も対応が可能となるよう、ＩＣＴ環境の整備を含
めたオンライン学習実施の準備を早急に進め、子
どもたちに最大限の学びを提供するという観点で
の対応が大切だと思いますが、本市は、緊急時に
おけるオンライン学習について、どのように取り
組んでいきますか。

インターネット環境がない家庭にタブレッ
ト端末と通信機器を貸与できるよう、８月

をめどに機器を整備します。今後のＩＣＴ活用の
ために、今回の緊急時の対応を検証し、学習と生
活の面からの取り組みが必要と考えています。

■ 定山渓の観光振興の在り方
本年度予算では、定山渓地区魅力アップ費
が大幅に増額され、老朽化施設の再整備や

ネイチャールミナリエのリニューアル、誘客プロ
モーションに対する補助などを新たに実施するこ
ととしています。今後も本年度と同規模の取り組
みを継続し、定山渓の魅力を高めていくべきだと
考えますが、いかがですか。

定山渓は、温泉のみならず、自然やアク
ティビティなど多くの観光スポットを有し、
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都心部とは違った楽しみ方が体験できることから、
札幌観光の多様性や魅力を高める重要な観光資源
であると考えています。こうしたことから、本年
度は、定山渓らしい景観を創出している「湯の
滝」や公園施設の一部の再整備などの取り組みを
進めています。今後、新型コロナウイルス感染症
収束後の社会経済状況の中で、定山渓地区の魅力
をどのように高めていくのか、地元との協議を進
めていきます。

■ 災害時における地域への情報伝達
災害発生時は、地域の被害状況や交通機関、
電気などのインフラの復旧状況など、市民

生活に関する情報を迅速かつ的確に提供すること
が重要です。北海道胆振東部地震の際は、本部と
各区との情報共有が十分ではなく、正しい情報を
迅速に市民に提供することが難しい場面があった
との検証報告がなされています。地域で起きてい
る災害情報の伝達について、本市は現在構築中の
新防災支援システムを活用し、どのような改善を
図っていきますか。

新防災支援システムでは、現地で収集した
被災箇所や規模などの災害情報を、関係部

局間でリアルタイムで共有することが可能となり、
情報共有体制が強化されます。これにより地域の
災害発生状況をまちづくりセンターやコミュニ
ティＦＭ局を通じて地域へ迅速に伝えることが可
能になると考えます。

■ 児童虐待防止の全市的な
　取り組みと子どもの見守りや支援

令和元年６月に２歳女児の命が奪われた事
例に係る検証報告書の提言に対し、札幌市

児童虐待防止対策推進本部会議において、全庁一
丸となって取り組むとの方針が示され、今後、第
２児童相談所の設置や、区を単位とした相談支援
体制の在り方が断続的に検討・実施されていくこ
ととなります。児童虐待防止に向け、今後どのよ
うに取り組み、また、子どもや家庭をどう見守り、
寄り添って支援していきますか。

市職員には、自らの役割を限定的に捉える
ことなく、支援の必要性を共感的につかむ

ことや、市の内外の組織との協働を柔軟に行う風
土・文化の醸成が必要だと考えております。こう
した意識改革をはじめとし、専門性の強化、複数
の目で見守るための支援体制強化などにより、虐
待防止策を徹底していきます。

■ 保育人材の確保
2018年度の札幌市保育士実態調査で、有
資格者のうち、現在保育士として働いてい

る割合が49％にとどまっている実態が明らかに
なっています。さらに、新型コロナウイルス感染
症拡大下での保育業務継続により、保育士の負担
が増加し、さらなる離職につながるのではないか
と危惧しています。保育人材の確保のため、本市
独自の必要な手だてを講じることが今こそ必要と
考えますが、いかがですか。

就業継続の支援について、保育士の勤務実
態や職場のニーズに関する調査の実施、昨

年度創出した一時金給付などの事業効果の検証な
ど必要な対応を速やかに検討します。また、新た
な担い手確保のため、一定要件を満たせば返還免
除となる保育士修学資金等貸付事業のさらなる周
知と併せ、養成校や関係機関との連携強化を図っ
ていきます。

■ ヤングケアラー（注2）への支援
ヤングケアラーの負担は大きく、成績不
振・子ども社会からの孤立などから進学を

断念するケースも報告されています。ヤングケア
ラーの将来を閉ざさないため、サポート・フォ
ロー体制が必要と考えます。本市は、ヤングケア
ラーについてどのように認識し、サポートをして
いこうと考えていますか。

子どもたちが豊かに成長し、社会的に自立
する機会を確保するとともに、ネグレクト

などの権利侵害を防ぐため、行政をはじめとする
支援者が権利の保障に努める必要があります。登
校できない子どもたちの背景には、家族の介護や
家事負担などがあるケースもあり、今後、関係部
局で連携し、その実態について調査を行い、適切
な支援に努めていきます。

■ 高齢者施設等の感染予防対策
新型コロナウイルスについて、市内の介護
老人保健施設「茨戸アカシアハイツ」で大

規模クラスターが発生しました。今後こうした事
態を防ぐため、高齢者に対する感染予防対策や初
期対応の在り方が重要と考えます。現在の高齢者
施設での対策と、今後の本市の対策、指導・支援
について伺います。

現在、高齢者施設では、入居者や利用者、
職員の健康観察や面会の制限などの予防に

取り組んでいただいています。その上で、感染者
が発生した場合は、医師らが訪問し、感染管理に
関する指導・助言を行っています。今後は、対策
ガイドの作成・配布や、施設長らを対象とした研
修会の開催、専門家の現地派遣など、予防対策の
一層の徹底を図っていきます。

■ 介護現場におけるＩＣＴの導入
介護現場における人材不足が深刻化してい
く中、ロボット技術やＩＣＴの導入が注目

されていますが、いまだ普及しているとは言い難
いのが現状です。介護現場における職員の身体
的・精神的負担の軽減のため、ＩＣＴなどの導入
は

きっきん

喫緊の課題だと考えますが、いかがですか。

市内の介護事業所は、居室内の見守りセン
サー設置やタブレット端末を活用した介護

記録など、既にＩＣＴなどを導入している事例も
あります。ＩＣＴなどを活用することは、業務時
間の短縮や職員の負担軽減につながることから、
介護人材不足を補完し、安定的な介護サービスの

提供を継続する上で有効であり、積極的に推進す
るべきものだと認識しております。また、今年度、
ＡＩやＩＣＴの活用を盛り込んだ研修を実施予定
です。

 

■ 高齢者の交通事故防止に向けた
　取り組み

昨年は、大変痛ましい交通事故が相次いで
発生し、全国的な社会問題となりました。

悲惨な交通事故をこれ以上起こさないためには、
高齢者の交通事故防止に向けた取り組みの強化が
必要です。昨年の第２回定例会において、わが会
派から、高齢者の交通事故防止に向けた安全教育
と、運転免許証の自主返納の促進について、本市
の取り組みを質問したところですが、この間の取
り組み状況を含め、高齢者の交通事故の防止に向
け、今後どのように取り組みを強化していきます
か。

交通安全教室など日頃の啓発活動に継続し
て取り組んでいます。また、運転免許証の

自主返納を促進するため、「さっぽろ圏高齢者運
転免許証自主返納支援制度」の運用を開始しまし
た。今後はその協力店を増やすなど制度の魅力を
高めながら、高齢者や家族への働きかけを強めて
いきたいと考えています。

■ 登校が困難な子どもたちへの
　学びの支援

国が示すＧＩＧＡスクール構想が、この度
の緊急経済対策の一環として、前倒しで実

現されることとなりました。本構想の目的は誰一
人取り残すことなく、多様な子どもたちの学びを
実現することであり、ＩＣＴの活用は、さまざま
な理由により登校できない子どもたちの学習機会
確保の有利な手段であると考えます。今後、本市
では、ＩＣＴを活用した学びの支援についてどの
ように考えていますか。

ＩＣＴの活用は途切れることのない学びを
実現する上で有効と考えます。今後、個々

の状況に応じたきめ細かな支援について検討を進
め、一人一人の豊かな学びを保障するための環境
整備に努めます。

■ 医療機関などでのＰＣＲ検査の
　実施

医療機関や介護施設、保育所、障がい者施
設などは、人と人とが密接に関わらざるを

得ない場所であるため、感染を未然に防ぐ必要性
が極めて高い施設です。本市が直接出向いて、働
く職員や患者、利用者へＰＣＲ検査を行うなど、
施設内での集団感染を未然に防ぐ手だてが必要だ
と思いますが、本市は、どのような対処方針をお
持ちですか。

ＰＣＲ検査について、本市では国の方針に
基づき、医師が必要と判断した全ての方々

に行っています。また、医療機関や介護施設で感
染者が確認された場合は、直ちに現地に職員や専
門家を派遣し、従事者や入居者などへＰＣＲ検査
を積極的かつ速やかに行っています。今後も、引
き続き適切にＰＣＲ検査を実施し、感染拡大防止
に努めていきます。

■ 公共事業計画の見直し
市長は、北海道新幹線の札幌延伸に合わせ、
冬季五輪の札幌招致、札幌駅周辺や都心部

の再開発を推進し、1,000億円かかる都心アクセ
ス道路を建設しようとしています。新型コロナウ
イルスの感染拡大の影響で、市の財政はますます
圧迫されることになるため、本市の公共事業計画
を総点検し、老朽化したインフラ整備・福祉・子
育て教育・防災など、市民の暮らしを支える生活
密着型の公共事業に見直すべきと思いますが、い
かがですか。

再開発をはじめとする都心部のまちづくり
や都心アクセス道路の整備は、市内経済の

回復を期していく上でも必要であり、引き続き取

り組んでいくことが重要と認識しています。新型
コロナウイルス感染症による市民生活への影響に
柔軟に対応しながら、感染状況などを踏まえて、
市民の多様な暮らしを支える、持続可能なまちづ
くりを引き続き進めます。

■ 学校規模適正化
文科省は、新型コロナウイルスとの戦いは
長期間にわたるとし、学校での身体的距離

を地域の感染状況に応じ、1～2ｍ確保すべきと
しました。感染症から子どもを守る上で、多数の
児童・生徒の密集・密接が避けがたい40人学級
や大規模校は問題があることから、本市が進めて
いる「学校規模適正化」計画に基づく小中学校の
統廃合は、立ち止まって見直す必要があると考え
ますが、いかがですか。

子どもたちにとって、より良い教育環境を
整えるため、それぞれの地域の実情に合わ

せ、丁寧な検討を行ってきましたが、引き続きこ
の取り組みを進めていきたいと考えています。

■ 貧困のさらなる広がりに対する
　施策

新型コロナウイルスの感染拡大により経済
的に脆弱な立場に置かれた子どもたちの格

差と貧困がさらに広がっています。児童扶養手当
の上乗せなど、大至急手だてが必要と思いますが、
いかがですか。

特に経済的に大きな影響を受けている児童
扶養手当受給世帯などへ、一世帯当たり５

万円、子ども２人目以降３万円ずつ加算し、さら
に収入が減少した世帯には５万円を加算する給付
金を支給します。国の補正予算成立を待つことな
く、本会議に補正予算を追加提案させていただく
予定であり、速やかに支給できるよう準備を進め
ています。

日本共産党

佐々木　明美　議員
さ　さ　き あけみ

Q

Q

A

A

A

Q

Q

A

A
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本定例会の議決結果一覧
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（議=議案 /諮 =諮問 /意 =意見書案 /報 =報告）
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議１）

議２）

議３）

議４）

議５）

議６）

議７）

議８）

議９）

議10）

議11）

議12）

議13）

議14）

議15）

議16）

議17）
　

議18）
　

議19）

議20）

議21）

議22）

議23）

議24）

議25）

議26）

議27）

諮１)

諮２)

意１)

意２)
　

意３)

意４)

意５)

令和２年度札幌市一般会計補正予算（第３号）

令和２年度札幌市国民健康保険会計補正予算（第２号）

令和２年度札幌市後期高齢者医療会計補正予算（第１号）

令和２年度札幌市介護保険会計補正予算（第２号）

令和２年度札幌市公債会計補正予算（第１号）

令和２年度札幌市病院事業会計補正予算（第２号）

令和２年度札幌市中央卸売市場事業会計補正予算（第１号）

札幌市職員特殊勤務手当条例の一部を改正する条例案

札幌市基金条例の一部を改正する条例案

札幌市特別職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例案

札幌市職員給与条例の一部を改正する条例案

札幌市税条例等の一部を改正する条例案

札幌市子ども・子育て支援法施行条例の一部を改正する条例案

札幌市児童福祉法施行条例の一部を改正する条例案

札幌市災害遺児手当及び入学等支度資金支給条例の一部を改正する条例案

札幌市土地区画整理事業施行規程の一部を改正する条例案

札幌市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する
条例案

札幌市中央卸売市場事業の設置等に関する条例及び札幌市中央卸売市場業務規
程の一部を改正する条例の一部を改正する条例案

札幌市立学校設置条例の一部を改正する条例案

駒岡清掃工場更新事業建設工事請負契約締結の件

市営住宅（発寒団地建替４号棟）新築工事請負契約締結の件

専決処分承認の件（清田区里塚地区市街地復旧工事請負契約の締結）変更の件

市道の認定及び変更の件

札幌市議会政務活動費の交付に関する条例の一部を改正する条例案

令和２年度札幌市一般会計補正予算（第４号）

農業委員会委員任命に関する件

北海道公安委員会委員推薦に関する件

審査請求に対する裁決に関する件

人権擁護委員候補者推薦に関する件

地方財政の充実・強化を求める意見書

義務教育費国庫負担制度堅持と負担率２分の１への復元、「少人数学級」の実
現などに向けた教育予算の確保・拡充と就学保障の充実を求める意見書

2020年度北海道最低賃金改正等に関する意見書

性犯罪に係る刑罰規定の改正及び被害者保護施策の拡充を求める意見書

介護保険制度における利用者負担の増加につながる見直しの慎重議論を求める
意見書

可決

可決

可決

可決

可決

可決

可決

可決

可決

可決

可決

可決

可決

可決

可決

可決

可決

可決

可決

可決

可決

可決

可決

可決

可決

同意

同意
棄却することを
適当と認める
推薦することを
適当と認める

可決

可決

可決

可決

可決
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件　名
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公

明

共

産

市
民
ネ

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

報１)

報２)

報３)

報４)

報５)

報６～８)

令和元年度札幌市繰越明許費繰越計算書

令和元年度札幌市事故繰越し繰越計算書

令和元年度札幌市軌道事業会計予算繰越計算書

令和元年度札幌市高速電車事業会計予算繰越計算書

令和元年度札幌市下水道事業会計予算繰越計算書

　　専決処分報告（調停／損害賠償及び和解／工事請負契約金額変更)

―

―

―

―

―

―

議会費の減額と新型コロナウイルス感染症対策の
充実強化について、市長に申し入れを行いました

※自民…自由民主党／民主…民主市民連合／公明…公明党／共産…日本共産党／市民ネ…市民ネットワーク北海道

　新型コロナウイルス感染症の拡大
により、市民の日常生活に甚大な影
響が及んでいる中、令和２年６月１
日、札幌市議会を代表して五十嵐議
長と桑原副議長から秋元市長に対し
て申し入れを行いました。これは、
令和２年度予算のうち、政務活動費
や海外視察費の減額などにより捻出
した約6,000万円の議会費について、
第２回定例会中に補正予算を編成し、
医療従事者への支援など新型コロナ
ウイルス感染症対策のために有効活
用するよう要望したものです。 ▲秋元市長（左）に申し入れを行う、五十嵐議長（左から３人目）

　と桑原副議長（左から２人目）

新型コロナウイルス感染症対策の審議について

　新型コロナウイルス感染症への緊急対策について、定例会のほかにも臨時会で審議を行いま
した。
　令和２年４月２日～３日に行われた第１回臨時会では、医療提供体制の強化や感染拡大の防
止、経済への影響を緩和するための経費を盛り込んだ令和２年度札幌市一般会計補正予算（第
１号）を可決しました。さらに、令和２年４月30日～５月１日に行われた第２回臨時会では、
医療提供体制の強化や感染拡大の防止、事業の継続と雇用の維持、市民生活への支援に要する
費用を盛り込んだ令和２年度札幌市一般会計補正予算（第２号）のほか、新型コロナウイルス
感染症に感染などがあった被用者に傷病手当金を支給する令和２年度札幌市国民健康保険会計
補正予算（第１号）などを可決しました。また、令和２年７月２日～３日に行われた第３回臨
時会では、院内感染防止対策推進費、宿泊施設応援費、飲食店等グループ販売促進支援費など
を盛り込んだ令和２年度札幌市一般会計補正予算（第５号）などを可決しました。



閲覧時間
　午前８時45分～午後５時15分
　（土・日曜、祝・休日を除く）
閲覧場所
　市役所本庁舎16階　議会事務局
お問い合わせ
　議会事務局総務課　℡（011）211-3162

　「政治倫理の確立のための札幌市議会の議員
の資産等の公開に関する条例」に基づいて、議
員から提出された以下の報告書を公開していま
す。

インターネット中継を
ご利用ください

　本市議会では、本会議、予算・決算特別委員
会、調査特別委員会のインターネット中継を実
施しています。また、会議終了からおおむね５
日後（土・日曜、祝・休日を除く）には、録画
映像も公開しています。
　市議会ホームページから、ぜひご利用くださ
い。

月 日 審議日程

　下表のとおり、９月23日から11月２日までの
会期41日間で開かれ、各会派の代表質問は９月
29日から３日間の予定です。

※日程などは変更する場合がありますので、事前にご確認く
ださい。

９月23日（水）

９月29日（火）

９月30日（水）

10月１日（木）

10月５日（月）

10月７日（水）

10月８日（木）

10月12日（月）

10月14日（水）

10月16日（金）

10月20日（火）

10月22日（木）

10月26日（月）

10月30日（金）

11月２日（月）

本会議

本会議

本会議

本会議

本会議

本会議

招集日、市長提案説明など

契約案件など議決、代表質問

代表質問

代表質問、議案付託
決算特別委員会①

常任委員会

補正予算など議決

決算特別委員会②

決算特別委員会③

決算特別委員会④

決算特別委員会⑤

決算特別委員会⑥

決算特別委員会⑦

決算特別委員会⑧

決算特別委員会⑨

最終日

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨
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さっぽろ市
01-U06-20-813
R2-1-80

札幌市議会ホームページアドレス
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●資産等報告書
議員が所有する土地や建物、預貯金などの
資産についての報告書

●資産等補充報告書
議員の土地や建物、預貯金などの資産の増
加分についての報告書

●所得等報告書
議員の所得についての報告書

●関連会社等報告書
議員が報酬を得て役員や顧問などに就任し
ている会社その他の法人についての報告書

～決算特別委員会　審査日程～

副委員長の互選など

会計室/財政局/議会事
務局/選挙管理委員会/
人事委員会/監査委員

消防局/環境局

まちづくり政策局

教育委員会

総務局/危機管理対策室

市民文化局

子ども未来局

討論および採決

建設局

病院局/保健福祉局

保健福祉局

農業委員会/経済観光局

交通局/スポーツ局

都市局

下水道河川局/水道局

第１部 第２部
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